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危 機 管 理 論 序 説

Ⅰ 組織環境と危機管理

組織とは,交渉によってそれぞれの目的を展

開しようとする流動的諸利害関係者の融合体と

いえよう1)｡

交渉によって共通の目的が決まると,組織は

その目的に向かって行動するため構造化を行い,

それを機能させようとする｡

交渉によって設定された目的には,当然自ら

規定した組織の存在意義が含まれる｡ また構造

化や機能化の過程では,行動の体系と基準とし

ての一定の規律を整えることになる｡

しかし,このような融合の構造やその行動,

また成果は,組織自らが行動の場としようとす

る環境システムからのさまざまな影響をうけ

る2)｡

したがって,組織は目標を達成するために自

ら設定した行動の規律に対する自律性の確保の

努力をするととともに,環境システムから与え

られる様々な条件による他律性に対する絶え間

ない反応を強いられるのである｡

実際に組織の成果は環境システムからの物的,

人的,技術的な資源や情報の効果的な活用の可

能性によって左右するし,このような環境シス

テムの諸要素に対する組織反応の効率性は組織

存続の可能性にも影響をおよぼす｡

組織にとって自ら属している環境システムに

対する理解は必然的で不可欠なことなのである｡

組織における環境システムに対する理解の間

1) Scott,W R.,Ch-ganlZat10n:Ratwnal,National,and
OpenSystem,.1982,pp.22-23

2) Ibzd.,p.23.

雀 俊

題が重要性を増すにつれて,いままでの組織環

境に対する理解は,主にその構造的特性に重点

が置かれてきた｡

組織環境に対する理解は組織の行動に関わる

環境要素は何であれ,それは組織の境界を基準

として内部の要素であるか,外部の要素である

か,また外部の要素の中でも組織の行動に直接

的に関わるのか,間接的に影響するのかという,

環境要素が存在する位置を中心としてその特性

を把握しようとする環境システムの空間的理解

に焦点をあてている｡

このような組織環境システムの空間的理解に

おいては,組織環境の特性が主に環境システム

の動態性,複雑性の概念に基づいた不確実性に

よって理解される (Duncan,1972)｡

複雑性は量的な意味を持つことで,組織が行

動する際に考慮の対象とする諸環境要素の量,

つまり意思決定者が考慮すべき情報の量,因果

関係の量,からなる｡

それに対して動態性は,質的な意味を持つこ

とで,考慮の対象となる諸環境要素の変化の程

度によって理解される｡ 動態性は変化の回数だ

けではなく,変化の影響に対する予測性の二つ

の複合的特性によって解釈される｡

それによって,組織環境とりわけ課業環境に

おける不確実性は情報の明瞭性,変化の程度,

最終的なフィードバック期間の長さによって特

性づけられる3)｡

より赦密的には,与えられた意思決定の状況

3) Lawrence,P.R.,andLorsch,JW.,"DifferentlatlOn
andIntegrationinComplexOrganzations",Admtnistra-

tlVeScienceQuarterly,Vol.12,No.1,1967,13-15.
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と結びついている諸環境要素に関する情報の欠

如,もし決定が間違っていたら組織はどれだけ

のものを失うかについて決定の結果がわからな

いこと,また決定の単位がその機能を遂行する

際に諸環境要素がどの程度その単位の成功や失

敗に影響を与えるかについての確率を,自信を

持って付与することができないということとし

て理解される4)｡

このような不確実性による組織環境の特性付

けにおいては,組織が属している環境システム

あるいは特定環境要素に対する組織行動との具

体的な関わりの中でその特性を規定することで

はなく,組織を取り巻く環境システムの特性を

システム全体の特性として一括的に捉えて規定

することになる｡ それによって導入されるのが,

組織がその行動の中で遭遇しなければならない

｢状況｣5)としての理解である｡

しかし,このような ｢状況｣的理解において

は,それに合わせた組織構造や制度に焦点があ

てられ,組織全体のレベルにおける構造的 ｢適

合｣ の問題が主 た る議論 の焦点 にな る

(Woodward,1958,1965;Hickson,Pugh,&

Pheysey,1969;Blau,Falbe,McKinley,&Tra-

cy,1976)｡

組織の環境要素に村する直接的な対処は,研

究開発部門,販売部門,生産部門などの職能的

な部門の活動を通じて行われるものであるとす

れば6),このような ｢状況｣的特性の理解は,

より具体的で直接的な組織活動の基準として活

用するには様々な制約がある｡

組織環境要素それ自体との直接的な関連に対

しては,戟略論における環境の変数や条件に対

する具体的な戦略的対応の観点から取り扱われ

る｡

事業単位の業界構造の要素という観点から,

業界の成長率,競争力要因など業界内の競争業

4) Duncan,R.B.,"CharactensticsofOrganizationalEn-

vironmentsandPerceivedEnvironmentalUncertainty",

AdmlmStratlVeScienceQuarterly,Vol.17,No,3,1971,
317-318.

5) Thompson,A.D.,Organizationlnaction1967,p.24.
6) 岸田民樹,『経営組織と環境適応』,1985,p.96.
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者との直接的な競争に関わる要素,資材の差別

化,代替資材の存在,資材のコストなど供給業

者との交渉力に関わる要素,製品差別化,買い

手の注文量,代替品の有無など買い手との交渉

力に関わる要素,政府の政策,投資費用,コス

ト優位など新規参入業者の参入障壁に関わる要

秦,代替品の脅威の要因,相対的価格優位性,

買い手の好みなど代替品に関わる要素などに

よって,組織の直接的な活動との関係の中で環

境システムから生じる ｢変数や条件｣に村する

具体的な対応を検討する (Porter,1980)｡

しかし,このような ｢変数や条件｣の特性が

直接的に ｢状況｣の特性を説明するのではない｡

組織に与えられる ｢状況｣とその源泉となる

組織環境の具体的な ｢変数や条件｣がどのよう

な特性的結合によって結ばれるのかが課題にな

る｡

｢状況｣としての環境特性の理解と,｢変数
と条件｣としての環境特性の理解は,違った観

点からのアプローチになっているのである｡

環境要素とその変化を統合的で持続的に組織

の中で管理するためには ｢状況｣的な特性はあ

まりにも暖味である｡

環境特性の一括的な規定による ｢状況｣とし

ての理解は,組織作り,事業の拡張や縮小など

の組織全体の戦略的方向の判断においては有効

な基準として活用することはできるだろうが,

環境要素とその変化に対する組織の直接的な反

応の基準として活用するには無理がある｡

すると,｢状況｣に対する組織反応は全面的
な他律性への適応のみのものになる可能性があ

る｡

また戦略論的側面からの具体的な ｢変数と条

件｣に対する対応においては,組織の環境要素

に対する直接的な対処が組織の下位レベルの機

能的部門を中心として行われることであるとす

れば,｢状況｣による環境特性の理解に比べて

確かに有効な判断基準になり得るし,可能な対

応策を見つけることがより容易であるだろう｡

但し,環境システムに対する組織の反応がこ

のような個別の変数あるいは条件に対する一過
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性的な対処だけで充分な成果があげられるもの

ではない｡

組織の最終的な成果の達成のためには,組織

環境の個別要素とその変化の特性やそれに対す

る対応の結果を持続的に管理する統合的な対処

が伴わなければならない｡

しかしながら,組織環境の個別要素としての

｢条件と変数｣の特性と,組織環境の全体的な

特性としての ｢状況｣の理解が概念的に結ばれ

ていないということから,実際の組織の中では

｢状況｣的特性に基づいた判断と ｢条件と変数｣

の特性に基づいた判断との乗離が生じる可能性

がある｡

したがって,環境の特性を組織の直接的な行

動との関わりの中で理解し,それに対する組織

の管理と具体的な反応の基準として活用するた

めには,環境システムの全体の特性としての

｢状況｣的特性と,実質的に環境システムを構

成する個別要素としての ｢条件と変数｣の特性

をむすぶことによって,組織の戦略的管理の判

断基準として活用できる組織環境特性の中間的

概念を設ける心安がある｡ それによって組織環

境とその変化に村するより効率的な戦略的選択

ができるだろう｡

組織環境の変化は,組織の反応の必要性と効

率的な反応の方向を暗示するある意味を与える｡

組織環境の変化が暗示する意味は,どの組織

においても同じ意味として解釈される客観性の

あるものだけではない｡多くの場合は対象とな

る環境要素あるいはその変化に対する組織の村

応力,即ち組織の総合的な能力によって異なっ

た意味として解釈される｡

環境要素の存在あるいはその変化による反応

の必要性を認知した時点で,組織はその変化に

よってもたらされる影響を解釈し,組織がおか

れている ｢状態｣を判断することになる｡

このように ｢状態｣は,環境の変化に対する

組織の対処能力や価値判断基準などの組織固有

の特性に基づいて意味づけられるので,主観的

判断に大きく依存する｡ またそれは,その対象

となる環境システムの変化に村する組織の反応

が一定の形で結果するまで,組織反応との関わ

りの中で連続的に変わっていく流動的な特性を

もつ ｡

｢状態｣は,諸環境要素とその特性の集合に

よって構成されるし,｢状態｣それ自体は組織

全体の ｢状況｣を構成する単位になる｡

したがって,環境特性の ｢状態｣的理解は,

｢状況｣と ｢変数と条件｣による環境特性の理

解を繋ぐことにより,組織環境特性の統合的な

理解における重要な意味をもつといえよう｡

それでは組織の危機とは何であろうか｡

危機は,因果要素が明確ではない ｢状況｣で

もないし,単なる環境要素あるいは条件でもな

い｡組織における危機は,複合的であれ,単一

的であれ,その因果要因が明確であり,現在組

織が直面している現実の ｢状態｣なのである｡

したがって,組織危機の理解のためには,こ

のような ｢状態｣に対する理解を必要とする｡

勿論,組織が環境システムとの相互作用の中で

おかれる状態は危機だけではない｡

組織が自らの行動の過程の中で直面する ｢状

態｣は,その源泉となるある環境要素の変化を

認知した時期やそれに対する組織ごとの解釈の

相違性によってその特性の規定が異なる余地は

あるものの,基本的には機会と脅威の二重性を

もって現れる｡

脅威は,組織の行動との関わりの中で,環境

システムの制度,即ち行動の場におけるルール

の特性やその変化,競争相手の能力及びその行

動的特性はもちろんのこと,一般的な社会 ･

政治的要素や科学技術の発展などによって現れ

る｡

さらにそれは自然環境,不特定利害関係者に

よる組織行動の妨害行為からも生じ得る｡

｢状態｣としての環境特性の理解に関しては,

戦略論における発生した課題に対する脅威と機

会の程度分析を通じて,意思決定者のための判

断の基準として導入される (Jackson& Dut-

ton,1988;Ansoff,1990)｡

しかし,そこでは脅威の程度が組織行動の事

前的判断基準として考慮されるものの,組織行



危機管理論序説

動の方向が決まると,組織の関心は完全に機会

実現への可能性だけに集中してしまう｡

組織と環境システムとの関係に関する関心が,

主に組織の財務的成果の改善,生産性向上,技

術的効率性などを優先することにより,組枯行

動の危険な影響に対する考慮は無視されること

になるのである (Shrivastava,Mitroff,Miller

&Miglani,1988)｡

このような機会の実現に向けた実行-と組織

行動の方向が決まった段階で,脅威の現実化の

可能性およびその影響に対する考慮,さらにそ

の組織行動によって起こり得る村社会的,組織

内部的な危険な影響に村する考慮の程度は,ほ

とんど消えてしまうのである｡

戟略論の基本的な思考においては,需要飽和

状態の回避,競争で負けた事業からの退出が容

易であって,常に代案的成長の機会が存在する

ということが前提になる成功の仮設に基づくの

が一般的である｡

戦略的行動の方向を決めるための意思決定の

過程の中で,失敗の可能性が制約要因として考

慮されるものの,戦略プロセスの範囲が戦略の

基本的な方向と実行の方法にとどまることによ

り,戦略的行動の結果に対する後続的反応の必

要性と方法は戦略プロセスの中には含まれない

のである｡

結局,戦略的行動の結果としての失敗に対し

ては,補完的成長機会の確保が可能であるとい

うことが前提になり,機会中心的戦略代案に注

目することになるのである7)｡

しかし,組織の行動の全体像は,成功のため

の戦略的 ･管理的プロセスだけではなく,失敗

からの回復のための対処や失敗をくりかえさな

いようにする学習のためのプロセスを含む総体

的マネジメントとして構成されるものではない

だろうか｡

7) Ansoff(1990)においては, このような既存の戦略

システムは ｢周期的｣な特性に基づいたシステムであり

するとそれは急速に変化する脅威が自社に大きな影響を

与えたり,機会を逃 してしまうことになるというのを指

摘 したうえで,そのような不測事態に迅速に対応できる

｢リアルタイム ･システム｣の構築の必要性を主張する｡
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しかしながら,組織行動の失敗に対しては,

公表をはばかる傾向がある8)とされているよう

に,公式的なシステムあるいはプロセス化より

はトップの固有領域であるという認識が強いよ

うである｡

組織危機の性質上,対社会的,対組織内部的

に公表しにくい部分もあるだろうし,当然それ

には厳しい責任が伴われるからであろう｡

しかし,ManAgeMentの基本的な意味を,

人間 (Man)の,経験 (Age)の,蓄積 (Ment)の

結晶であると理解すると,組織行動の肯定的な

プロセスとともに否定的なプロセスに対するで

きる限りの公式化は必然的なことであろうし,

またそれは均衡的な組織成果の達成のためにも

重要なことになるだろう｡

にもかかわらず,組織行動の悪い結果として

の組織の危機に村する議論は制限的な範囲にと

どまっている｡

組織の危機管理に対する議論は,組織行動と

組織環境との関わりを全面的に取り上げること

ではなく,天災地変 (地震,火災,洪水など),

テロ行為 (誘拐,爆弾脅迫,暗殺など),産業

災害,緊急時マスコミ対策,重要書類及び資産

の保護など悪い不測事態を村象として9)組織外

的な源泉を中心とする｡

組織危機管理の対象がこのように制限される

のは,二つの観点から考えることができる｡

先ず一つは,戦略的プロセスとの重複性の問

題である｡

組織危機の源泉を経営と管理の側面からの戦

略的意思決定の誤りまで含んで捉えると,それ

は戦略システムの中のプロセスに帰するという

ことである｡

すると,危機管理の内容は先ず誤りのない,

より適切な戦略の意思決定はどうあるべきかと

いう展開になり,それは結局既存の戦略論の中

に埋められる部分が多いということである10)｡

8) 武井勲,｢危機管理の概念,方法,事例および在 り方｣,
『富山大学 日本海経済研究所研究年報』第ⅩⅤⅠ巻,1990,

154.

9) 大泉光一,『クライシス ･マネジメント』1993,p.31.
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もう一つは,先にも述べたように,戦略的行

動の結果による危機まで危機管理の認識対象を

拡大する場合,その危機誘発の過程に対する一

定のシステム化やプロセス化,つまり公式化が

避けられないとい うことである｡ 危機の性質上,

組織内部的 ･対社会的な葛藤 と責任が伴われる

ということに対するプロセス化の困難があるか

らであろう｡

しかしながら,最近のような産業経済的な組

織環境の激 しい変化の趨勢をみると,悪い不測

要因のような組織行動の間接的な要素に起因す

る危機とともに,技術,産業の成熟化,競争形

態の転換など,組織行動により直接的に関わる

環境要素に起因する危機発生の可能性が高まっ

ているのである｡

組織ごとにその固有の能力あるいは取 り巻か

れている環境システムの特性に違いはあるもの

の,自ら活動領域 とする本業を含む全般的な産

業 ･経済システム全体の成熟化が進んでいる場

合には,持続的な成長機会の拡大には限界があ

るのである｡中核事業における代案的成長機会

のみならず事業領域の拡大による成長代案の開

発ももう容易ではなくなっているのである｡

成熟化産業においては一つの戟略的反応の失

敗が組織の危機に直結することになり,危機か

らの脱皮のための戦略的選択の範囲も大きく制

限される｡

それによって,競争は新 しい成長機会の開拓

型の競争から既存の領域の奪い合い型へのより

激しい競争に転換 しつつあるのである｡

戦略的 ･管理的行動の結果として招かれる危

機とその源泉に対するシステム的でプロセス的

な対応が必要な時期を迎えているといえよう｡

失敗 と危機の可能性を戟略的プロセスの中に

取 り入れることにより,その可能性をできる限

り事前的に吸収する必要があり,現実化 した危

機からの素早い回復が重要な課題になるのであ

る｡

事業領域の拡大による代案的成長機会の確保

10) 稲葉元吉,二神恭一,｢組織と危機管理｣,『組織科学』,
Vol.23,No.3,1990,9-24.

が困難になりつつある現実では,安定を前提と

した成長代案が必要なことであり,成功のため

の方法論に伴って失敗からの回復 と失敗を繰 り

返さないための方法論に注目する必要があると

いうことである｡

本稿においては,成熟化する核心産業の競争

の激化による危機頻発の可能性に備えられるシ

ステム的な対応の重要性が増大 しているという

こと,そのためには組織行動の結果による危機

と不測的要素による危機を統合 した戟略的危機

管理の展開が必要であるという観点から組織の

危機管理に注目する｡

組織の危機を環境システムの中で理解 し,効

果的な反応を行うための理論的な枠組みを明確

にするためには,先ず組織環境の全体像から組

織危機の性格及びその認識範囲を規定すること

によって,危機管理の対象を明確にする必要が

ある｡

それに基づいて,組織危機管理の方向と方法

を具体化 しなければならない｡

本稿においては,先ず組織危機の性格,認識

範囲,組織危機の源泉という三つ側面から概念

的整理を行 う｡

その上で,既存の危機管理論の展開をリス

ク ･マネジメント (RiskManagement),クラ

イシス ･マネジメント (CrisisManagement),

戦略的アプローチの三つの観点から概括 し,そ

の限界と課題を検討することによって,今後の

危機管理の展開の方向と方法の概略の提示を試

みたい｡

ⅠⅠ 状況と状態 :組織危機の性格

組織はその存続の過程で自らの行動に関わっ

て様々な ｢状況｣ (Contingency)に遭遇 しな

ければならない11)｡

このような ｢状況｣は組織が活動 している環

境システムの特性的変化とそれに反応する組織

行動の結果によって多様な形として現れ,組織

行動の最も基本的な基準を提示する｡

ll) Thompson,A F,op.ctt.,p24.
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状況 (Contingency)とは,組織の伝意で統

制できないものであり12),組織の活動に係わる

単位要素の変化によって現れる状態 (State)

の集合であるという13)｡

ここで単位要素の変化というのは,組織ある

いは環境システムの中に存在する機能要素の変

化をいうことである｡ つまり,それは組織にお

ける外部環境との相互作用,核心技術との相互

作用,組織内部の相互作用の過程に関わる環境

要素 (Variable)の変化である｡

したがって,｢状況｣とは,組織行動の基本

的な方向の決定やその結果に影響しうる組織環

境の総体的な雰囲気あるいは組織環境の変化の

兆しであり,それは主として不確実性,カオス,

変化,転換などの用語によって表現される｡

その反面,｢状態｣とは,組織の判断(変化の

認知,解釈,意味付け)を必要とする変数と条

件の集合であり,それは組織反応の方向を提示

する直接的な基準となる｡

このように,環境要素とその変化によって組

織が直面 しなければならない｢状態｣(Con-

straints)は,組織の行動に関わる諸要素の複

合的特性としてあらわれると理解することがで

きよう｡

まず組織が諸環境要素の存在あるいはその変

化を認知すると,それを総合的に分析し,組織

の反応の方向を決める基準 としての状態

(State)を判断することになる｡ 組織が当該の

環境要素の存在あるいは変化を認知した時点で,

それは組織にどのような影響を与え,どのよう

な行動を必要とするのかという判断によって解

釈されるのが ｢状態｣なのである｡
つまり,組織がその行動に関わる変数と条件

(Variables)の変化を認知し,その変化が組織

に与える意味を解釈することによって,組織の

おかれている ｢状態｣が判断されるのである｡

したがって,｢状態｣は環境要素の特性を解

12) Ibld.,p.24

13) Fry,L.W .,& SmithD.A,"Congruence,Contingen-
cy,andTheoryBulldlng",AcademyofManagementRe-

mew,1987,Vol.12,No.1,117-132.
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釈する当該組織の主観的観点に大きく依存し,

それによって同じ環境要素の変化であってもそ

れに対する理解が組織ごとに異なる場合が生じ

る｡

環境の変化に対する組織の反応行動は,組織

と環境との相互作用の中で形成される様々な変

数と条件の変化に対する組織の総合的な判断と

しての ｢状態｣の解釈に基づくのである｡

たとえば,組織の反応の方向は,金融市場,

販売市場,原材料市場などにおけるいろいろな

条件変数を分析し,それが組織にどのような意

味をもたらし,どのような行動を必要とする

｢状態｣であるかという解釈に基づいて決まる

のである｡

環境要素の変化はこのような様々な変数と条

件の発生やその変化によって生じるし,またそ

れに関連する諸変数と条件の集合としてある

｢状態｣が組織に与えられる｡

このような ｢状態｣はそれに対する組織の反

応の結果として,あるいは環境要素それ自体の

自発的変化によって連続的に変わっていく｡

したがって,本稿においては,組織がその行

動の中で遭遇する ｢状況｣は複合的な ｢状態｣

の集合として,｢状態｣は組織行動との直接的

な相互作用を行いお互いに影響し合う組織環境

要素とそれによって与えられる条件の集合とし

て理解することにする｡

それでは組織にとって危機というのはどのよ

うに理解すればよいのであろうか｡

危機に対する一般的な定義をみると,その語

源のもつ意味の解釈からは,｢重大な出来事に

直面した際,どのようにしてどちらに進むべき

か｣を決定する大切な ｢分岐点｣であり,また

それはいままで経験したり知っている解決法で

はとっても乗り切れないような状態に陥ること

を意味するという14)｡

しかし,危機に対しては危険の ｢危｣,機会

の ｢機｣とを絡み合わせた合成語という観点か

ら ｢危険を転ずる機会｣の意味にも捉えられる｡

14) 布施豊正,『心の危機と民族文化療法』,1992,pp.
20-30.
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図1 状況と状態と条件変数

:不確実､カオス､転換､変革

:観察､機会･脅威､

競争､危機､通常

:戦略要素､管理要素

機能要素

(制度､競争者､技術

労使関係､為替､

など)

すると,危機とは,不確実,カオス,変化,

転換の時期など,環境の特性を組織の全体的な

側面から眺める ｢状況｣ではなく,与えられた

｢変数と条件｣に対 して組織が具体的で直ちに

反応しなければならない ｢状態｣であると理解

することができる｡

つまり,不確実性に代表される ｢状況｣が
｢暖昧｣な ｢可能性｣であるのに対 して,｢状

態｣は ｢現実｣を示すものである｡

したがって,｢状況｣に対する ｢適合｣とは

異なって,｢状態｣に対 してはより具体的な

｢解決｣が求められるのである｡

｢状況｣と ｢状態｣,｢変数と条件｣との関係

は図表 1のような関係として表すことができよ

う ｡

一概に定義するには無理があるかもしれない

が,｢状況｣,｢状態｣,｢変数と条件｣ という三

つの次元を Ansoff(1988)における意思決定

のレベルと対比してみると,｢状況｣に対 して

は,戦略的意思決定のレベル,｢状態｣に対 し

ては管理的意思決定でレベル,｢変数と条件｣
に対しては業務的意思決定のレベルを中心とし

たアプローチが適合するだろう｡

したがって,組織危機に対しては戦略的観点

からの ｢状況｣構成要素としての総合的な対処

にともなって,｢条件と変数｣を効果的に統合

し,それに対 して管理的機能の中でどのように

効率的に反応できるかという管理的体系化が重

要な課題になる｡

組織の危機に対する概念的枠組みを組織の管

理機能の中に取 り入れるためには,先ず組織危

機の ｢状態｣的認識に基づいた組織反応の過程
に対する理解を必要とする｡

ⅠⅠⅠ 危機と危険一組織危機の認識範囲

リスク (危険)に対する用語の使い方は実に

多様である｡

単に損害の可能性であるという定義から,経

済的損失の発生に関わる不確実性,または起こ

り得る損失の変動とその結果生ずる損失などに

よって定義される15)｡

つまり,リスクに対する定義においては主に

｢経済的損失｣と ｢可能性｣の二つの概念に基

づく｡

したがって,リスクを組織という具体的な行

動主体の立場から考える場合,それは保険論的

な観点から経済的損害をもたらすリスクとして

の純粋危険が主な管理の対象であるという認識

が強い｡

しかしながら,一方ではリスクの認識範囲を

経済的に統制可能なものだけではなく,ある主

体の活動に関わるすべでの要因からリスクの源

泉を求める必要があるという動きがでている16)｡

15) 武井 (1987)においては,損失とはある偶然な事故か
ら生ずる経済的価値の減少であり,ここで偶然とは予測
しなかったり予測できなかった意外性として,経済的価
値とは金銭で換算できる(財政的な)ものであると,具
体的に明記している｡
16) 亀井利明 (1992)においては,これからのリスク･/
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この場合は,リスクを,損失のチャンス (ま

たは確率),損失の可能性,不確実性,期待さ

れた結果と現実の差,期待したものと異なった

結果が生じる確率,損失の可能性が存在するた

めの条件などとして理解することによって,そ

の認識対象を具体的に制限しない｡

それによって,リスクとは,ある所与の状況

において特定の期間中に自然に存在する起こり

得る結果 (事象)の変動17)と定義され,リスク

の認識範囲をある主体の活動全般にわたる範囲

まで拡張する余地を与えているのである18)｡

結局,組織のリスクに関しては,今までの主

な対象としていた純粋リスク (静態的リスク)

に加えて,投機的リスク (動態的リスク)まで

その認識範囲を拡大しようとすることで議論の

余地を抱いているものの,リスクの性格がある

組織環境要素の変化による結果の変動の ｢可能

性｣であり,それに対する対処は組織行動の事

前的措置としての意味に基づいているというこ

とは否めないのであろう｡

その反面,組織危機とは,組織の存在を脅威

するある事件または状態19),または組織に潜在

的に悪い結果をもたらす重要で不測的な事件で

あり20),組織の最も基本的な目標を脅かす非常

に重要でありながらもそれが起こる確率はひく

い事件として特性づけられる21)｡

＼マネジメントの在 り方に対 して,リスクマネジメントが

一つのマネジメントとして認められるためには,｢対象
とするリスクを投機的リスクをも含めて,イト業危険一般

にまで拡大すること｣,｢危険の処理手段を 『危険』『申
し訳程度の防災』に限定せず,各部門管理内で展開され

ている危険対策や各種の管理にまで拡大するること｣,

｢企業のサバイバルに向けた意思決定論や経営戦略論を

導入すること｣などが必要であるという｡

17) 武井勲,『リスク ･マネジメント総論』,1987,p37.
18) しかし,南方哲也 (1993)における指摘されているよ

うに,米国,英国などのリスク･マネジメントの展開に

おいては,その対象とするリスクを経済的損失の可能性

として限定し,さらに管理の方法においても保険論的な

対処に限定する傾向が強いという｡

19) D'Aveni,R.A.,andMacMillan,I.C.,"CrisISandthe
ContentofManagerialCommunications:A Studyof

theFocusofAttentionof TopManagesinSurviving

andFailingFirms",Adminzst7TativeScienceQuarterly,
Vol.35,1990,6341657

20) Barton,L.,CrZSlSlnOrganlZat10nS,1993,p2
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また組織危機の条件としては,意思決定集団

の最優先目標を脅かし,意思決定が策定される

前に対処時間を制限し,その発生によって意思

決定集団のメンバーを脅かすことにより,その

対象となるシステム全体に一定の物質的 ･精神

的衝撃を与えるというのが前提になる22)｡

危機の影響は,組織とその構成員,製品,

サービス,財政状態及び組織の評判に至るまで

組織のほぼ全領域に及ぶ23)｡

但し.危機には,常にその引き金になる誘発

要因あるいは条件が伴われる｡

主な危機は人間/社会的/組織的要素と技術/

経済的要素の複合的影響に起因するという24)｡

組織の側面からは,最悪の経営の形態が直接

的な原因になる場合も少なくない25)｡

つまり,組織の危機は,自らの行動を原因と

するとともに,組織が取り巻かれている環境シ

ステムそれ自体の作用によって生じるのである｡

また危機は,突然あらわれるものとともに,

組織行動の結果として過程的にあらわれるもの

がある｡ 組織危機の認識には,｢現実｣として

の危機状態そのものに加えて ｢可能性｣の現実

化の過程までが含まれるのである｡

すると,組織危機の認識範囲は,組織環境論

的な側面から組織が取り巻かれて組織の活動の

直接 ･間接的に関わる環境要素のすべてを一次

的な対象としなければならない｡

組織環境論的分類からみると,組織の課業環

境要素,組織内部環境要素,一般環境要素のす

べてがまずはその認識範囲に含まれる｡

このような組織危機の認識範囲は,環境要素

21) Welch,K.E.,"EnactedSensemakinginCrisisSitua-
t10nS",JournalofManagementStudies,Vol.25,No.4,
1988,305-317.

22) 大泉光一,前掲書,p.ll.;Hermann,C.F.,"Threat,

Timeand SurprlSe:A Simulation oflnternatlOnal

Cnses",InC.F.Hermann (ed.),InternationalCrlSeS.

InsZghtsfromBehavioralResearch,pp.1871211.の再引

用との合わせにより｡

23) Baton,L.,op.clt.,P.2.
24) Mitroff,Ⅰ.Ⅰ.,"CrisisManagement:Cuttingthrough
theConfusion",SloanManagementRe7neW,Vol,29,
1988,15-20.

25) Baton,L.,op.cZt.,p.4,
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を観察する,あるいは危機を認識する主体の特

性と認知の時点によって異なる｡ 当該組織の特

有の判断基準にもとづいて,大きな打撃を受け

る可能性があると判断される条件または変数が

その組織固有の危機環境として形成されるので

ある｡

したがって,組織が認識する危機環境の対象

は,組織の戦略的要素,組織内部要素,技術要

秦,組織間関係要素,不測要素のすべての中で,

当該組織にとって危機誘発の ｢可能性｣がある

と判断される組織環境要素を包摂することにな

るだろう｡

組織における危機の認識範囲は,その行動の

際に考慮すべき諸環境要素に対する固有の統制

能力によって組織ごとに異なるのである｡

ⅠⅤ 危機の源泉と類型 :

危機管理の対象と機能

危機の源泉となる危機誘発要因とその類型は,

危機を認識する行動主体のレベルによって多様

に分類される｡

危機を国家レベルで認識するか,産業レベル

で認識するか,組織レベルで認識するか,個人

のレベルで認識するかによって危機の特性 (そ

れが危機になるか否か,その程度)が大きく変

わるのである｡

また,危機の特性は分析視点によっても相違

する26)｡

経済学の側面からはインプレーション,失業,

不景気,財政赤字などによって危機が理解され

る｡ 政治学では政治的統率の失敗,政治システ

ムの統治能力の欠如,また社会的村立の調整の

失敗などから危機の原因を求める｡

社会学で危機として取り上げられるのは,社

会的不平等,権威-の挑戦,調整機構の欠陥,

個人主義の増加などがある｡

さらに,心理学においては,ストレス,落ち

込み,自殺念慮の過程を通じて生じる個人のア

イデンティティ,自我,意義の崩壊などから危

26) 大泉光一,前掲書,p 16-17

機の意味を求める (布施,1993)｡

反面,組織論においては,先に述べたように

二つの観点にわけて考えることができよう｡

まずは危機を社会的規範と人間の作用から生

じるもの27)と定義することによって,組織危機

の源泉を社会,産業 ･経済的なレベルから幅広

く捉える観点がある｡

次には,危機は組織内 ･組織間の現象であり,

その組織間関係の中で,あるいは組織内部にお

ける人間,コミュニケーション,技術的な失敗

によるもの28)であるということから,組織と環

境システムの中で行われる組織行動の結果ある

いは環境システムそれ自体の特性的要因によっ

て生じるものとして,組織単位の立場から危機

の源泉を求めようとする観点がある (Barton,

1993;Mitroff,1988;Shrivastava,& Mitroff,

1987)｡

前者の場合は,製品市場,金融市場から国家

および地域経済,自然環境,医療及び公共福祉

分野,法政治行動,社会的関係まで幅広い領域

がその対象に含まれる｡ したがって,人間生活

と環境に大きな弊害を与えること,膨大な経済

的 ･社会的費用を必要とすること,複数の利害

関係者が関わることによって,責任,負債,回

復の費用の問題を越えて長期間にわたる葛藤が

おこること,などが危機の条件として取り上げ

られる29)｡

それに比べて,後者の場合は,より直接的に

組織の活動に関わる領域30)が対象になる｡ここ

でも組織に危機をもたらし得る原因は多様であ

る｡ 例えば製品回収,製品欠陥,設備の不備,

コンピュータ関連,担当者の能力欠如やミス,

安全対策不実などの日常的な原因から,著作権

27) ShrlVaStaVa,Mitroff,and Miglani,"Understanding

lndustrialCrises",JournalofManagementStudies,Vol

24,1988,285-303

28) Ibld.,pp.2871292,

29) ShrlVaStaVaetal.,op.cz乙,pp2871292.

30) 即ち,それは組織環境システムともいえるものであり

原材料の Input関連要素,Outputの送り出しに関連す

る要素,生産に関わる内部プロセス要素,そのほかの一

般環境要素 (赤岡,1993)などの組織の行動に関わるほ

とんどの要素を意味する｡
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違反,偽造,情報の喪失などの外部情報関連要

秦,財物強要,贈収賄,ボイコット,敵意的横

取りなどの外部経済関連要素,テロ,管理者の

誘拐,セクシュアル･ハラスメントなどの精神

的側面などが取り上げられる31)｡

組織の危機は,組織が目標とした結果を得る

ために,組織自ら踏み出した行動の結果による

ものとともに,組織の活動とは直接的な関わり

のない自然災害あるいは不特定第三者による人

災などの不測的事件がその源泉となるのである｡

ここでもう一つ組織の危機の重要な原因にな

り得る独立要素として取 り上げられるのが技術

要素である｡

危機は普通のことで,チャレンジャー号の爆

発事件の直接的な原因が技術的障害を招く不完

全なオーリング (0-ring)あるいは工学的設

計の不備に起因したとされるように32),技術は

大惨事的な事件の源泉としてはもちろんのこと,

組織においても生産,管理,戦略を問わずに危

機誘発の主要な源泉になる｡

技術要素は,直接的なある事故や成果低下の

原因としてだけではなく,組織の戦略的側面か

らも組織目標を左右する重要な要素になるので

ある｡

現代の企業においては,ある核心技術の変化

が企業の存続に直接的に影響する場合がすくな

くないからである｡

このように組織の危機は,組織が取り巻かれ

ている諸環境要素,即ち組織の活動に直接的に

関わる課業環境要素,組織内部要素,組織間関

係要素,技術環境要素,組織に間接的に影響を

及ぼす一般環境及び不測的要素 (自然環境,不

特定三者の妨害行為),などがお互いに絡み

合って生じるし,さらにそのような諸環境要素

に対する組織の反応の結果として生じる｡

したがって,組織危機の源泉は,このような

全般的な組織環境要素の特性あるいはその変化

31) Mitroff,I.I,op.clt"PP.16-18.

32) Zbl'd.,p.17.;これに対しては,Perrow (1984)におい

ても,危機は普通のことで,現在われわれが用いている

複雑な技術から生じているという｡
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であるといえよう｡

すると,組織の危機管理に向けた組織危機の

把握は,組織の存続に関わる本質的要素に対す

る管理の問題として,組織環境の全体像に対す

る理解から始まるべきである｡ そのためには,

環境システムの構造と特性ををどのような観点

によって把握するかというのが重要である｡

組織環境の特性に対する理解においては,概

ね環境要素が存在する位置と,組織活動との直

接的な関連性,すなわち課業関連性を基準とす

る空間的多義性による理解が中心になる｡

空間的多義性による観点は,組織の境界内か

否かによって内部環境,課業環境 (あるいは特

定環境)および外部環境 (一般環境)として分

類するのがその代表的な例である｡ 課業関連性

は,組織の活動 (課業)に直接的に関わるか間

接的に影響するかによってその特性を理解しよ

うとするものである｡

このような空間的特性と課業関連性による環

境特性の理解においては,少なくともその分析

時点で環境要素の特性が固定的であるというの

が前提になる｡

しかし,環境要素の特性は固定的であるとは

言い切れない｡

同じ環境要素であってもそれは環境システム

それ自体の変化あるいは組織内部要素の変化に

対する組織の反応によって絶え間ない変化を繰

り返しながら,組織に新たな反応の必要性と方

向を示す｡したがって,組織の行動の計画と実

行におけるより直接的な意思決定の基準になる

のは環境特性の時間的多義性であろう｡

組織危機の本質を組織環境の構造と特性から

理解するためには,環境システムの特性とその

変化に対する組織反応の連続的な過程としての

環境特性の時間的多義性に注目する必要がある｡

つまり,組織の反応を必要とする環境要素と

その条件が組織にどのような意味を与える状態

におかれているのか,それは計画した組織反応

の結果によってどのような特性変化の過程をた

どり,組織にどのような影響をもたらすことに

なるのかという環境特性のプロセス的理解の観
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点であると言えよう｡

環境の特性は組織の創造努力と環境システム

それ自体の作用によって造られ,組織の行動に

影響するが,最終的に,環境特性あるいはその

変化の影響の程度は,環境の特性に対する組織

の反応行動に依存する｡ それによって,環境特

性は,また組織に新しい意味を持つ要素として

次の反応の方向を暗示する｡

組織が存続し行動する限り,環境特性は絶え

間ない変化を繰り返しながら組織の連続的な反

応を強いるのである｡このように環境特性の変

化は組織の戦略的行動の循環的過程の中で存在

するということである｡

したがって,組織の危機管理は,環境要素と

条件の変化による状態の可変性をより早く認識

し,組織-の影響の程度と方向を判断し,組織

の目標と能力との結合の上で行動計画を立て,

組織全体の総体的な資源を効果的に結集 ･行動

し,合意された行動の結果としての成果を評価

し,それを次の発展的組織行動へ結び付けられ

るよう学習する,組織反応の体系とプロセスの

中に存在すべきである｡

危機管理は,戦略の効率的な実行を事前的に

補完し,戦略の失敗にともなわれる組織内 ･外

部的影響を調整し,失敗の学習を通じる組織能

力を培養することによって,組織の全般的な安

定性の確保を目指す｡

このような,危機管理の内容と範囲は,場合

によっては戦略的意思決定の過程と重なる部分

も有り得る｡しかし,同一の現象に対する戦略

的効率性の楽観性を補完する危機管理的非効率

性の悲観性の観点の意義は大きいだろう｡

どのようなシステムを構成し,どのような制

度の下でどのように運営するかというのが重要

な課題であり,その効率性によって危機管理の

意義は変わってくるだろう33)｡

図表2のように,危機管理は主に環境要素と

33) Ansoff& McDonnell(1990)は,より迅速な リア

ル･タイムの対応ができるためには,既存の周期的戦略

システムのサイクルと切り離した別のプロセスとして構

築するほうが望ましいという｡
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条件の変化に対する管理と,危機状態と危機誘

発要素に対する管理の部分によって構成される

し,その過程としての戦略の展開過程に対して

は戦略実行の観点とは別の意味として危機の現

実化に備える観察を行う｡ 組織の危機管理は,

組織戦略の効率的な遂行を補完し,招かれた危

機に対する迅速な回復と,失敗を繰り返さない

ようにするための組織能力の培養という二つの

機能によって構成される｡

図表2 危機管理の事象

変化の管理 戦略の管理 危機の管
理(可能性への対処) (現実への

対処)･変化の認知 観 察 ･
危機状態の克･影

響の分析 服(機会と脅威)
･危機誘発要素･可能性の設計 への対処

･対応案の提案 ･学習

Ⅴ 危機管理論の系譜組織の危機に対するアプローチ

はいろいろな観点から行われる｡リスク･マネジメント (

RiskManagement),クライシス･マネジメン

ト (CrisisManage一ment),デ

ィザスター ･クライシス･マネジメン ト (DisasterCrisis

Management), コーポレイ ト･クライ

シス ･マネジメント (Corpo-rateCrisisMan

agement), インダス トリアル･クライシス･マ

ネジメント (IndustrialCrisisManage

ment),ス トラティジック･イシュー ･マネジメント (Str

ategiclssueMana-gement)

,コンテインゼンシー ･プラニング(ContingencyPlanning),などその

観点と認識の対象は様々である｡また組織

の危機それ自体に対しても,ある場合はリ

スクと混用された り,エマゼンシー(Emergency),失敗

(Failure),ワ一二ング･シ グ ナ ル (Warn

ing Signal), 不 測 事 態(UnpredictedEvent),など

多様な用語のもとで議論される｡このよう

に組織危機とその管理の問題に村する組織論的

関心は非常に高まっているものの,まだそれが
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議論されているとはいえない｡

危機管理的アプローチは主にリスク ･マネジ

メントの分野,戦略論的アプローチ,クライシ

ス ･マネジメントの三つの観点として大別 して

考えることができる｡

リスク ･マネジメントは個別の組織 レベルに

おける経済的損失の変動 とそれに対する保険的

管理がその中心となる｡

戦略的アプローチにおいては,起こり得る戦

略的イシューを識別 し,その中で考慮の対象と

なる戦略的要素の不測的変化に備えようとする

ス トラティジック ･イシューマネジメントと,

特定の戦略計画の中である不測事態の発生を予

想 しそれによって生 じ得る複数の事象の生起-

の対応を図るコンテインゼンシー ･プラニング

がある｡

一方,クライシス ･マネジメントにおいては,

その対象とする認識範囲の差によって,組織の

レベルで自然環境要素,不特定第三者による人

災など悪い不測事態に焦点をあてる観点と,そ

の認識レベルを産業と社会の側面までさらに拡

張して組織の危機を捉えようとするインダス ト

リアル ･クライシス ･マネジメントとして大別

して理解することができる｡

本稿ではこの三つのアプローチを中心として,

その観点,認識範囲及び管理的特性を理解する

ことによって,組織の危機管理の基本的思想と

今後の課題を検討 しようとする｡

1.リスク･マネジメント(RiskManagement)

リスク ･マネジメントは1920年代の ドイツに

おける保険政策(Risikopolitik)や1930年代のア

メリカにおける保険管理(InsuranceManage一

ment)を発端 とし,1960年代以後に活発に体系

化された理論であ り,日本でも企業のリスクに

対する保険論の観点から1961年に始めて紹介さ

れたといわれる (亀井,1992;武井,1987)｡

リスク (Risk;危険) という用語は多様な意

味に用いられるが,リスク ･マネジメントにお

いては概ね次のような概念から解釈される34)｡

1) リスクは事故 (Peril)の意味に用いられ
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る｡

2)リスクは事故発生の不確実性あるいは損

害の不確実性と解される｡

3)リスクは事故発生の可能性あるいは損害

の可能性と解される｡

4) リスクはハザー ド (Harzard)の結合 と

解される｡

5)リスクは予想 と結果の変動であると解さ

れる｡

このようにリスクは,事故の可能性 (Risk),

事故発生の可能性に影響する条件または事情

(Harzard),事故の可能性の現実化 としての事

故そのもの (Peril),事故発生の対象または単

位 (Exposure),保険契約 (Contract)によっ

て説明される｡

つまり,リスクとは行動主体に損害の可能性

を与える結果の不確実性であり,より具体的に

は ｢与えられた状態のもとで一定期間中に起こ

りうる結果の変動とその結果生ずる損失｣と定

義できる35)｡

ただし,不確実性だけでリスクを理解するに

は無理がある｡

不確実性の場合は,事故 (Peril)の発生が

確実に近づいても,発生が完全に防止できる状

態に近づいても不確実性は低 くなるということ

から,リスクを不確実性によって理解すること

は適 しないということである36)｡

厳密にいえば,リスクと不確実性は区別 して

理解 しなければならないのである｡

不確実性とリスクに対する定義も様々である

が,主にそれは起こり得る結果の確率によって

区別される｡

つまり,行動主体がその機能を遂行する際に,

与えられた意思決定状況に関連する環境要素に

対する情報の欠如によって,諸環境要素がどの

程度その意思決定単位の成功や失敗に影響を与

えるかについての確率を自信を持って付与する

ことができないことが不確実性であり37),行動

34) 亀井利明,前掲書,p1-4.

35) 武井勲,前掲書,p.36-38.

36) 亀井利明,前掲書,p2-4.
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の結果の確率がわかっているのがリスクである

と示される38)｡

しかし,起こり得る結果の確率が分からない

リスクも有り得るということから考えると,こ

のように生起の確率の認知だけによって一概に

リスクを定義するにも限界はある｡ これは保険

論的な立場からの定義になる｡

したがって,リスクの理解が確率に基づく限

り,それは保険契約的な観点を越えることは難

しいだろう｡

ともかく,リスクに対しては,事故 (Peril)

の可能性あるいは行動の結果が目標とした肯定

的な方向に進まなくて,悪い結果が出される可

能性として理解することができよう｡

事故の内容と規模によって意味上の違いはあ

るものの,組織の危機が招かれるほどの内容と

規模の事故ならその事故の可能性としてのリス

クは,いうまでもなく組織の危機の可能性につ

ながる｡

行動主体がその行動のプロセスと結果が完全

に分かっている時には,リスクは存在しえない｡

したがって,悪い結果が出される可能性 (ま

たは事故が発生する可能性)こそリスクの本質

を成すと言えよう｡

このようなリスクを効果的に管理し,組織活

動の危険性に対処しようとするのがリスク･マ

ネジメントである｡

したがって,リスクマネジメントとは,企業

やその他の組織体および家計を含むあらゆる経

済主体の目標もしくは目的に沿って,純粋リス

クの経済的コストを,リスクの確認 ･測定 ･処

理技術の選択,実施,統制のプロセスを通じ,

最小のコストで最小化するマネジメントにおけ

37) Duncan,R B.,op.lit.,313-327,

38) 岸田 (1986)は,宮川 (1968)に基づいて,確定性

(確実性)とは,意思決定者が行動選択に先立って,そ

の結果を確実に知っている場合,リスクとは,行動の結

果の (客観的)確率が分かっている状態,不確実性とは,

その結果の確率が分からない場合または主観的にしか確

率を付与できない場合であり,部分的無知とは,起こり

得る結果が分からない場合であるとそれぞれを区分し,

組織論における広い意味での不確実性は,確走性 (確実

性)以外の場合を指すとする｡

るセキュリティ (経営の安定化または保全)機

能であるといえよう39)｡

リスクの類型に対してはいろいろな観点から

分類が行われるが,組織管理の側面からリスク

の内容を理解しようとする際に一般的に用いら

れるのが,純粋危険 (PureRisk)と投機的危

険 (SpeculativeRisk),静態的危険 (Static

Risk)と動態的危険 (DynamicRisk)による

分類である｡

純粋危険と投機的危険の場合は,それが ｢損

害のみを発生させるか｣,｢損害または利益のい

ずれかを発生させるか｣による分類である｡

前者は主として自然災害や偶発事故で保険化

が可能であるに対し,後者は社会 ･経済的変動

によるもので保険化ができないものである｡

静態的危険と動態的危険による分類は,それ

が社会 ･経済の変動に起因するか否かによるも

のである｡

したがって,一般的には静態的危険は純粋危

険として,動態的危険は投機的危険として理解

される｡

経営管理的リスクマネジメントにはその認識

対象と危険の処理手段的特性によって,保険的

リスクマネジメント,経営管理型リスク･マネ

ジメント,経営戦略型リスク･マネジメントの

三つの形態が考えられる40)｡

保険的リスクマネジメントとは,純粋危険を

その認識対象とし,その中で保険化ができるも

のに対して当然のことでありながら保険によっ

て危険を処理しようとするものである｡

経営管理的リスクマネジメントは,純粋危険

と一部の投機的危険を取り扱うもので,組織全

体のあらゆる分野に起こりうる様々な危険の処

理を一部門に集中するよりは危険それぞれの特

性にあわせて部門管理のレベルで処理させよう

とするものである｡

それに比べて経営戦略的リスクマネジメント

は,企業レベルの全般的な危険をその対象とす

るもので,とりわけ投機的危険や経営戟略的リ

39) 武井勲,前掲書,p.44-45.

40) 亀井利明,前掲書,p.2ト29
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スクを処理しようとするものである｡ しかし,

ここでは部門管理を統合し戦略化する企業の全

般管理の意思決定に対する助言だけの機能をは

たすことであり,意思決定の主体にはならない｡

したがって,リスクマネジメントは経営活動

の中でのほとんどの静態的純粋リスクに対して

は責任を負うものの,そのすべての責任を負う

ものでもないし41),動態的 ･投機的リスクに対

しては完全に戦略に包摂される性格をもつ ｡

このようにリスクマネジメントにおいては組

織活動の中で予想される危険の可能性を静態的

源泉による純粋リスクと動態的源泉による投機

的リスクを包括的に渉猟しようとはするものの,

実際にはその管理の対象を純粋リスクに制限す

る傾向が強い｡

しかし,最近の組織活動のおいては,社会 ･

経済環境の変化による投機的リスクが組織活動

により直接的で重要な影響を及ぼすことになっ

ている｡

リスクマネジメントは純粋リスクにおける金

銭的損失の可能性に対しては効果的な対応がで

きるものの,投機的リスクを含めた全般的な組

織危機に対する認識とその方法論的側面に対し

ては大きな限界があるといえよう｡

つまりそれは,リスクマネジメントが純粋危

険における金銭的損失の可能性を与える組織環

境の不確実性に備える事前的予防管理であり,

｢企業保全や現状椎持のための企業防衛のマネ

ジメントである｣(亀井,1992)故に,最近の

ような激変する経営環境の中で全般的な組織活

動の不確実性に効果的に対応するには大きな限

界をもたざるをえないということでる｡

組織に大きな打撃を与え,組織の正常的な活

動を困難とする組織危機要因とその条件という

観点から,その認識対象と分析の観点を拡大す

る必要があるだろう｡

これに対しては,亀井 (1992)におけるリス

ク･マネジメントの課題としてすでに指摘され

ている｡

41) 武井勲,前掲書,p.48-50.
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つまり,対象とするリスクを投機的リスクを

も含めて企業リスク全般にまで拡大すること,

各部門の管理内で展開されているリスク対策や

各種の管理にまでリスク処理手段を拡大するこ

と,企業のサバイバルに向けた意思決定論や経

営戦略論を導入すること,などの必要性が指摘

される｡

リスク･マネジメントの今後の展開方向はす

でに組織危機に対する総合的管理の必要性を提

起しているのである｡

2.クライシス･マネジメント(CrisisManagement)

一般的に組織における危機管理 (Crisis

Management) の問題は,マクロ的な側面から

の国家レベルの問題としての認識がつよい｡

またその認識の対象は,戦争,石油危機,過

貨危機,食糧危機,財政危機などの国家または

国際政治 ･経済的な問題を中心として様々な天

災地変に至るまでの,主に不測事態に対する対

処が核心になっていた｡

しかし,組織環境の変化が激しさを増してい

くことにつれて,最近には産業 ･企業レベルに

おける当該組織の立場から危機要因を管理しよ

うとする動きが活発になっている｡

組織の危機管理の観点は,対象とする環境要

素の認識範囲,危機を認識する行動主体のレベ

ル,さらには組織危機そのものに対する概念の

定義や組織危機の特性の規定などによって,多

様に展開される｡

このような組織の危機管理に対する観点には,

先ずその認識と管理の対象を組織活動に影響し

得る組織環境諸要素の中で,とりわけテロ,脅

追,労働争議,市民暴動,産業災害,自然災害,

そのほかの国家テロや戦争人質などの悪い不測

事態42)にはじめから限定する観点と,危機誘発

の可能性を全般的な組織活動に関わるすべての

環境要素,即ち製品市場,金融市場,国家と地

域経済,自然環境,医療 ･公共分野,法と政治

環境,社会関係などまで広げて組織の危機を捉

42) 大泉光一,前掲書,p.31
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えようとする観点43),の二つとして大別するこ

とができる｡

また危機の特性も,対象とする行動主体のレ

ベルによって異なる｡

つまり,危機を国家のレベルから認識するか,

産業レベルで認識するか,組織レベルで認識す

るか,個人のレベルで認識するかによって,危

機の特性 (それが危機になるか否か,その程

皮)や答理の方法が大きく変わるのである｡

悪い不測事態だけを主な対象とする危機管理

の観点は,基本的に組織の環境への対応,ある

いは適応の問題として,戟略経営または戦略シ

ステムにおける不測事態に対する対応力の欠如

を指摘し,不慮の事態に対応できる危機要因の

管理の問題としての観点に立つ44)｡

組織における悪い不測事態とは,死傷,物的

損傷,資産喪失,または組織に打撃を与えるそ

のほかの不測事態を招く通常の企業活動を越え

て発生する潜在的な事態であるという45)｡

このような観点では,組織危機の共通的要素

として次のことが取り上げられる46)｡その発生

が組織に大きな損害を与えること,その処理が

日常的業務処理の範噂に入らない,特異かつ総

合的な処理を必要とすること,通常,その発生

が突発的であり,かつ解決のための時間に切迫

性と不確実性があること,通常の場合当該組織

内で問題が解決することなく様々な外部組織と

の交渉という事態が発生すること,などがそれ

である｡

企業組織における危機管理とは,これら条件

を備えたような問題についての解決の課程であ

ると定義する｡

つまり,この観点における組織危機の定義に

共通する特徴は,先ず発生した事態が全く予期

していなかった事態であること,また外部環境

あるいは課業環境との関連の上で日常的ではな

く特異で戦略的対応を必要とすることであると

43) 稲葉元吉,二神恭一,前掲,pp.10-12

45) 大泉光一,前掲書,p.31

46) 生田日常光,｢危険管理時における組織内行動｣,『組
織科学』,Vol.23,No.3,1990,25-33.

いえよう｡

危機管理そのものに対しても,｢自らの組織

行動がもたらす,または環境からの引き金に

よって生じる悪い不測事態に向けた組織の対処

および適応の一つの分野であり,危機に対する

回避,封じ込め,学習のシステム｣であり47),

｢時と場所を選ばず思わぬ形で発生する緊急事

態 (Emergency)を予知,予防することであり,

万一発生してもすばやい対応で被害を最小限に

とどめること｣であると認識される48)｡

しかしながら,組織危機それ自体に対するほ

とんどの定義においては,組織危機の源泉を悪

い不測事態によるものと限定することはない｡

Starbuck(1978)においては,組織の生存を

脅かすある事件あるいは条件として組織危機を

定義することによって,組織の存続に関わるす

べての要素が危機を誘発する可能性があると理

解してよいほど非常に包括的に定義する｡

また,Shrivastavaetal.(1988)においても,

既存の組織論と経営管理論における効率中心的

思考,組織行動や環境システムとの相互作用に

おける危険な影響を無視する傾向を指摘しなが

ら,産業社会に置ける産業危機に対する認識の

重要性及びその必要性を主張した上で,組織の

危機は組織内 ･組織間の現象であり,その関係

の中での人間,コミュニケーション,技術的な
失敗に起因するという｡ それによって,危機の

源泉を組織の日常的な活動を含めて幅広く捉え

ている｡

組織危機の認識範囲を悪い不測事態に限定せ

ず,生産サイド一における生産システム,生産

環境,生産による影響,消費サイドにおける製

品安全の失敗,不良製品の使用,製品破損まで

拡大して理解するのである｡

このように組織危機の源泉に対する概念的定

義は,その観点と認識範囲によって危機管理の

根本的な方向と方法が異なるので,非常に重要

な問題になる｡

つまり,危機の源泉を特別で非日常的な要素,

47) 稲葉元吉,二神恭一,前掲,pp.ll

48) 大泉光一,前掲書,p.24-25.
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また組織の戦略外的な要素や統制不可能な要素

から求めるか,普通で日常的なこと,また組織

の戦略的行動とその要素,統制の可能性のある

ものまで含めて理解するかということによって,

危機管理の範囲と方法が大きく変わるからであ

る｡

また,組織の危機はそれを組織レベルから理

解するか,産業レベルで理解するか,社会全体

的なレベルから理解するかという,その認識の

レベルによっても,その管理の対象と方法は大

きく変わる｡

組織危機の認識対象を環境からの要因による

悪い不測事態に限定する場合,それは組織内部

的管理課程の中で起こり得る,また組織の戦略

的行動の結果としての危機誘発の可能性とそれ

に対する対応の問題は排除することになり,組

織全体に関わる危機環境に村する体系的理解は

欠如する｡

すると,それは特殊の事態に対する特殊管理

の問題としての危機管理の観点になる｡ それは

戦略システムの中で全く考慮されない部分に対

する補完の意味を強調し,組織危機管理の領域

を戦略論的プロセスと意識的に区別し,限定的

に展開しようとする｡

つまり,組織危機の源泉としては組織の生産

環境,技術環境,戦略的環境,組織間環境,級

織内環境,不測的外部環境の,すべてを取 り上

げながらも,具体的な管理の対象としては非日

常的な要素,戦略外的な要素,統制不可能な要

素に焦点が絞られるのである｡

それによって,悪い不測事態による危機を主

な管理対象とし,そのほかの要因はすべて一般

管理あるいは戦略的対応の問題であると規定す

るのである｡

戦略システムで考慮されない部分に対する危

機管理だけではなく,戦略システムそれ自体に

おける危機管理的思考や方法の導入あるいは交

合の必要性,またはその余地は残るだろう｡

3.戦略システムにおける危機管理のアプローチ

戦略論における危機管理に対する基本的な観
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点は,まず組織の戦略的環境における急激な変

化の趨勢なおかつグローバル化にともなう外国

の技術,外国の競合企業,政府などの変数の増

加によって生じる新しい変化など,不慣れで重

大且つ急速な組織環境の変化に注意を向ける必

要性49)からのアプローチが核心となる｡

つまり,企業に大きな脅威と機会をもたらし

得る環境要素の変化が激しくなればなるほど,

既存の ｢周期的なシステム｣ではそれらを十分

に早く認知して対応することはできず,脅威の

影響を抑えることができなかったり,機会を逃

したりするという悪い可能性に対する対処に注

目しようとするものである｡

不慣れで新しい変化,即ち予想しなかった不

測事態に村する既存の緩慢で周期的なシステム

による対応の限界を指摘しながら,戦略計画の

プロセスとは別のものとしての環境変化-の対

応の必要性を求める｡

戦略論における危機管理的アプローチは,ス

トラティジック･イシュー ･マネジメ ン ト

(StrategicIssueManagement) とコンテイン

ゼ ンシー ･プラニ ング (ContingencyPlann-

ing)の二つに分けて考えることができる｡

ストラティジック･イシュー ･マネジメント

は,公共政策分野などの社会的イシューに対し

てその対応策を分析 ･提案 しようとするイ

シュー ･マネジメントを戦略論に転用したもの

である50)｡

ストラティジック ･イシューとは,近い将来

に組織の内外で生じることであり,企業の目的

達成能力に重大なインパクトを与える可能性の

ある課題である｡

したがって,ストラティジック･イシュー ･

マネジメントとは,社内外で発生する不測の変

49) Ansoff(1990)においては,戦略は,企業に複雑な

社外環境に直面する準備をさせ,全社的な能力は,予想

される脅威と機会-の対応性を開発する機能をもつが,

企業全体における位置づけは,大掛りで緩慢な周期的プ

ロセスなので,次第にスピードを増す脅威や機会に対応

することができないと指摘し,このような迅速な不測事

態に注意を向ける必要があるとする｡

50) 稲葉元吉,二神恭一,前掲,pp.10.
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化を初期の段階で識別し,すばやく対応するた

めのシステム的な手順である51)｡

つまりそれは,組織に好機会や脅威をもたら

しうる戦略的イシューの動きを監視していて,

そうした戦略イシューの動きに何らかの変化の

兆しが見えたら,いっそう警戒をつよめ,変化

の予兆がつよいシグナルになったときそれに対

応しようとするものである｡

このようなストラティジック･イシュー ･マ

ネジメントにおいては,次のような観点からそ

の必要性を求める52)｡

つまり,戦略はその実行に数年を要する長期

的な観点の基で行われるのが普通のことである

から,それに関連する環境要素の変化に対して

その都度に戦略を見直すというのは,経営上の

行動を不安定にさせ,戟略の公正なテストが妨

げられる恐れがある｡

また,環境の変化に対する包括的な戦略計画

の修正の能力と資源がない場合,あるいは基本

的な戦略の推進力は明瞭で安定しているが,忠

速な環境の変化に追われている場合,戦略の全

面的な改訂による対応は困難になる｡

さらに,不測の源泉から生じ,すぐに組織に

影響を及ぼす愚発的な事象の発生が増えている

組織環境の中では,｢周期的戦略システム｣に
よる対応には限界があるということである｡

それ に よって, ス トラティジック･イ

シュー ･マネジメントは,年単位の計画期間内

に対処するコントロール,長期計画,戦略計画

作成システムとは異なり,リアルタイムで年間

を通じて戦略的重点課題に持続的に取り組むこ

とであり,そのあいだ生じる緊急な課題に対し

て社内外で継続的な監視を怠らないようにする

ということである｡

ストラティジック･イシュー ･マネジメント

はこのような既存の戦略システムにおける ｢周

期性｣による突発的で予想外の事象に対する対

51) Ansoff,H.I.,and McDonnell,E J.,Impkmtlng
StTTateglCManagement,1990,p･480,

52) Ansoff,HI.,andMcDonnell,E J.,op.C2t.,邦訳,前
掲書,第18章.
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応の限界,戦略の ｢長期性｣による改訂と修正

に対する時間的 ･経済的 ･経営管理的側面にお

ける不安定さを招く可能性に対する補完的管理

の方策として提示される｡

戦略システムの補完的性格があるとしても,

組織の周期的プロセスを補うことのできる非周

期的すなわち柔軟なシステムとしての特性が生

かされなければならないということから,戦略

計画作成と切り離された独立的なプロセスとし

て展開される方がより効果的であるともいう｡

ストラティジック･イシュー ･マネジメント

の認識対象は,戦略的環境に関わるすべての環

境要素がイシューとして再解釈された形で含ま

れる｡

したがって,ストラティジック･イシュー ･

マネジメントのプロセスは,このように認識対

象となる環境のトレンド,社内の トレンド,級

織成果のトレンドから与えられるシグナルから,

その影響の方向 (+,-)と緊急度を判断し,

設定されたストラティジック･イシューに対す

る行動の方法を決める段階までになる｡

つまり,ストラティジック･イシュー ･マネ

ジメントにおいては,組織の戟略の展開に影響

し得る環境要素の変化動向即 ちイシューを

キャッチーし,その影響を判断し,それに対す

る組織反応の方向を決める段階にてその機能は

完了することになるのである｡

それによって,認識対象 とする戦略的イ

シューの質的な範囲は,策定された戦略の実行

の過程に制限される｡

このようにストラティジック･イシュー ･マ

ネジメントにおける認識対象は,リスク･マネ

ジメントにおける投機的リスクを渉猟する組織

の戦略的環境が主な対象として取り扱われるも

のの,自然災害,不特定第三者による人災など

を原因とする不測的要素に対する直接的な考慮

は含まれていないのである｡

また,その機能的範囲においても,組織環境

の変動に対する組織反応の方向を決めるための

提案的機能にとどまり,既存の戦略システムの

中で処理することができない急を要する戟略の
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変更の必要性に対する事前対策の意味が強い｡

つまり,ストラティジック･イシュー ･マネ

ジメントは通常の戟略システムを補完するシス

テムとして,その観点は事前的計画にもとづい

た危機回避的立場であると言えよう｡

次に,戦略論的観点からのもう一つの危機管

理的アプローチとして取 り上げられるのがコン

テインゼンシー ･プラニングである｡

コンテインゼンシー ･プラニングは,｢戦略

的不測事態の発生を予測して,複数の事象の生

起に対応できる戦略計画を策定するもの｣であ

ると定義される53)｡

策定された戦略を実行する際におこりうる予

想しなかったあるいはその発生の可能性を低評

価した事象の発生可能性に備える,戦略修正計

画としての機能であると言えよう｡

これは,事業レベルと企業レベルから考える

ことができる｡

企業戦略のレベルにおいては,企業全体の戦

略事業単位の構成に影響を与える不測事態の出

現に備えることを目的とする｡ 事業レベルにお

いては,策定された事業戦略に直接 ･間接的に

関連する偶発的変化に備える戦略の修正を準備

する｡

このようにコンテインゼンシー ･プラニング

における基本的な観点は,組織危機と危機誘発

要因そのものに対する関心であるというよりは,

策定された戦略の実行の際に起こりうる不測事

態に備えるものであり,それによってその認識

対象となる不測事態はそれぞれの策定された戦

略の特性と範囲に依存する｡

また,このような戦略的不測事態に対応する

戦略修正計画は, トップとその有能な戦略ス

タップによって極秘に画策される必要があると

いうこと54)からも分かるように,その基本的な

機能は,組織機能的管理の問題として理解され

るよりは,TopManagementにおける非公式

的な機能として設定される｡

53) 河原裕介,『経営戦略論 ;乱流環境-の適応』,1980,
pp229-234.

54) 同上書,p234.
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ストラティジック･イシュー ･マネジメント

とくらべてもっともの相違点は,ス トラティ

ジック･イシュー ･マネジメントが既存の戦略

システムの外で組織の全体的な観点から,組織

に重大な影響を及ぼす可能性のある環境の変化

をその認識対象として捉えることに対して,コ

ンテインゼンシー ･プラニングの場合は,周期

的な戦略システムの中で,また特定の戦略計画

の中で不測事態の発生に備えようとする点であ

ろう｡

このように,コンテインゼンシー ･プラニン

グにおいては,戦略制限的性格がより明らかに

なる｡

それ故なのか最近のコンテインゼンシー ･プ

ラニングに対する議論はそれほど出されてない

のである｡

結局,戦略論における危機管理のアプローチ

では,戦略システムの中であれ,外であれ,そ

れを補う補完的機能としての役割を担う｡ また,

その認識対象になる環境要素は,Ansoff&

McDonnell(1990)における提示されているよ

うに戦略的環境を中心としてかなり広い範囲ま

で捉えている｡ しかし,そのプロセスの範囲に

おいては,環境要素の変動の認知とそれによる

組織-の影響を判断することによって組織反応

の緊急度を提示する段階にとどまる｡

それによって,組織行動の結果,あるいは戦

略外的環境要素によって生じ得る危機状態その

ものに対する範囲までは含まれてない｡

先にも述べたように,それは組織の危機とそ

の誘発要因に対する現実の ｢状態｣に対するア

プローチであるよりは,危機誘発の ｢可能性｣

に対する事前的思考に基づくと言える｡

4.その限界と課題

組織を取り巻く環境システムの中には,事前

的に認識し対応できる危機要因だけではなく,

認識はしながらも組織行動の過程あるいは結果

として現れる危機要因も多様な形で存在してい

るのが事実である｡

組織の存続に関わる危機状態の突発は,組織
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行動の結果すなわち環境システムとの直接的な

相互作用の結果として現れるとともに,環境シ

ステムそれ自体の特性変化による突発事態や組

織それ自体の構造的 ･機能的要因にも起因する｡

市場における競争に失敗した場合,あるいは

経営資源の配分が間違ったことによって組織の

正常的な活動ができなくなる場合,それは戦略

的行動の結果として組織危機が招かれることで

ある｡ また一般環境の変化と悪い不測事態の発

生によるものに加えて,労使関係の悪化,組織

の硬直化などの組織内部的特性とその変化も組

織危機を招 く重要な要因になりうる｡

さらに,そのような組織の危機は直接的に経

済的損失に関わるものだけであるとは限らない｡

つまり,リスク ･マネジメントにおいては,

その管理の対象を動態的源泉からの投機的リス

クに対する部分まで拡大する必要性があるとい

うことが議論されてはいるものの,まだその主

な認識対象が静態的源泉による純粋リスクに集

中しているということ,また経済的なリスクだ

けではなく,社会的,政治的,物理的,法律的,

技術的,心理的な側面におけるリスクに対する

考慮の必要性が増えていること,からの限界を

抱く｡

クライシス ･マネジメントの展開の中では,

組織危機の源泉を組織の行動と環境からの不測

的な要因まで全面的に捉えながらも,具体的な

管理の対象は悪い不測事態に制限したり,組織

危機認識のレベルを国家レベル,社会レベル,

産業レベルなどの非常に広い範囲の視点から捉

え,組織の危機状態とその事象が社会に大きな

悪影響を及ぼすこと,莫大な経済的な費用を必

要とすること,長期にわたる利害関係者間の葛

藤をもたらすことなどの条件が付けられること

により,組織危機に対する認識の範囲が非常に

制限されることになる｡

また,戦略的なアプローチにおいては,その

認識対象を社内の要素,組織成果の要素,戟略

環境的な要素を含めて包括的に捉えてはいるも

のの,自然環境要素による災害,不特定第三者

による人災などの不測的要素は考慮の外になっ

ており,また機能的範囲においても,環境要素

の変動に対する監視と行動の緊急度に基づいて

反応するかしないかの選択までになることに

よって,そのプロセスが事前的な措置にとどま

る｡

したがって,その観点が環境要素の変動によ

る危機誘発の可能性とその現実化による危機状

態に対する総体的な危機管理の観点にまでは拡

大しない｡

組織行動の結果としての危機状態とその誘発

要素に村するシステム的な学習を通じるフイド

バックと組織経験の蓄積には問題が残る｡

結局,組織危機に対するアプローチは,リス

ク･マネジメントの観点,クライシス ･マネジ

メントの観点,戦略論的なアプローチの観点そ

れぞれの個別的観点からの接近によっては,組

織危機の本質と危機管理の方向を理解するには

大きな限界があると言える｡

特に,今日のように組織環境の急激な変化の

時代には,その変化を認識してからその変化の

意味を解釈し意思決定するまでに充分な時間が

与えられない｡

さらに,組織の大規模化やそれにともなう分

散化,それに加えて環境システムの変化がより

多様化 ･複雑化することによって,組織内の部

門間の効果的な統合の問題が新たに提起されて

いる現実の状況を考えると,それぞれの部門管

理の中での組織危機に村する効率的対応は不可

能であり,これまでのようにトップ･マネジメ

ントの能力に依存した状況対応的対処だけには

どうにも頼れない状況になっているのである｡

したがって,組織全体の観点から,環境シス

テムの変化と危機誘発の可能性に対して即時対

応のできる組織機能的 ･管理的代案が求められ

るのである｡

それによって,組織の存続が脅威される危機

誘発の可能性に対する総体的な管理の問題とし

て危機管理の観点を拡大し,体系化する必要が

あるということである｡

そのためには,組織環境の ｢状態｣特性とそ

の変化の過程に注目することによって,先ず組
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織に危機を誘発する可能性のある組織の危機環

境の類型を分類 した上で,その危機環境の特性

が組織行動との関わ りの中でどのような過程に

よって危機として結果するのかという,組織危

機誘発のプロセスを理解するのが課題になる｡

ⅠⅤ む す び

組織の危機管理の展開における最も根本的な

課題は,先ず効率性 と機会中心の戟略的組織行

動の思考の中に組織行動の非効率性と脅威の思

考を一つのまとまった思考 として取 り入れるこ

とができるかということである｡

そのためには先ず,組織における危機管理に

対する必要性が全面的に認められなければなら

ない｡

当然のことでありながら,新たな管理体系の

導入にはある程度のコス トが必要になるのは避

けられないし,それより,組織危機という状態

の根本的な特性が組織の存続が脅かされること

のみならず行動の結果に対する責任の問題が作

用するからである｡ それによって,危機管理の

全面的な導入と公式化においては,先ずコス ト

の問題と危機の影響に対する否定的 (制限的)

認識による組織的忌避に直面することになるだ

ろう｡

組織の危機はその性質上,表に出しにくいし,

効率性の論理と非効率性の論理の衝突による組

織内雑音の発生の可能性 もある｡

特に,日本の場合には経営 トップの関心の薄

さも組織の危機管理の必要性に対する認識の波

及を遅延させる一つの要因として指摘される55)｡

しかしながら,大泉 (1993)において述べら

れているように,むしろ組織の危機という状態

を組織の存続に寄与するポジティブな要因とし

てまでみなすことはなくても,少なくとも組織

の効率性というポジティブな結果の追求と,罪

効率性というネガティブな結果に対する対処と

いう組織行動の両面性を統合する必要性は十分

あるだろう｡

55) 首藤信彦,｢アメリカ企業の危機管理体制｣,『世界経
済評論』,Vol.32,No.6,1988pp.20-27
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したがって,組織の危機管理においては,ま

ず危機の源泉を普通の出来事によるものまで含

めて認識 した上で,組織の複雑さや間違った意

思決定によるもの,加えて技術システムとそれ

を管理する人間との間の相互関係によって起こ

るもの,組織環境それ自体の作用によるものな

どの危機誘発要素を総合的に規定する必要があ

る｡

組織危機は,組織行動における間違った意思

決定の累積的な過程の結果として,または環境

システムの自発的変化の結果として現れるので,

組織の危機管理は,組織の自律性の合理性と,

他律性-の対処の統合として形成する必要性が

あるということである｡

それは,組織に危機を誘発する可能性のある

危機環境を組織環境論的側面から総合的に捉え

る必要性につながる｡

したがって,組織の危機を認識するレベルの

差や危機の源泉を理解する観点の差から生 じる

危機環境の認識範囲を統合 し,危機管理の対象

を理解する必要があるだろう｡

そうすると,危機管理のプロセスにおいては,

危機の前兆の発見 (Signaldetection),準備 ･

予防 (Preparation&Prevention),封 じ込め ･

タメ-ジの防止 (ContainmentDamageLimi-

tation), 平 常 - の復 帰 (Recovery), 学 習

(Learning),という危機それ自体に対する反応

のプロセス56)にくわえて,危機の認知の前の段

階として環境要素それ自体の変化の認知やその

危機誘発可能性のある要素に対する管理のプロ

セスが含まれる｡

こうなると,既存の戦略的プロセスあるいは

意思決定の過程における環境要素の考慮という

プロセスと重なる部分がでてくるだろう｡

しかし,機会中心的観察と脅威中心的観察は

確かにその思考が異なる｡

機会中心的な思考における制約要素としての

脅威に対する制御 と,機会中心的な行動を補完

または制御する別のシステムからの観察の思考

56) MltrOff,Ⅰ.I.,op.clt.,18-20.
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の統合は,組織の合理的な効率性の追求に寄与

できると期待するからである｡

結局組織の危機 と危機管理の理解においては,

先ず第一に,危機の源泉を組織行動(自律性)と

環境システム(他律性)の両方から求めなければ

ならない｡

第二には,それによって危機認識の範囲を組

織環境論的側面か ら総合的に捉える必要がある

ということである｡

第三には,第二から危機管理の段階を環境要

素の変化それ自体にまで拡張 して理解 しなけれ

ばならない｡

そのためには第四に,空間的分類に基づいた

組織環境特性の理解に加え,時間的変化の概念

に基づいた状態的特性としての組織環境特性の

理解が必要であるということである｡

それに加えて,何よりも重要なのは,成功の

仮説に基づ く既存の戦略的プロセスの中に,失

敗の可能性に基づ く危機管理のプロセスが接合

できるかということであろう｡

組織行動の基本的なプロセスとしての戦略プ

ロセスと離れた危機管理は,当然その範囲が大

きく制限されるし,組織における危機管理の意

義も根本から否定される可能性があるからであ

る｡
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